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えて納入させていたもの）ⓓ「翌年度納入」（物品が翌年度以降に納入されていたのに，
支出命令書等の書類に実際の納入日より前の日付を検収日として記載することなどによ
り，物品が現年度に納入されたこととして需用費を支払っていたもの）ⓔ「前年度納入」
（物品が前年度以降に納入されていたのに，支出命令書等の書類に実際の納入日より後の
日付を検収日として記載することなどにより，物品が現年度に納入されたこととして需用
費を支払っていたもの）等と呼ばれる多様な「不正経理（不適正な会計処理）」が53団体
に及ぶ都道府県や政令指定都市における実態として指摘されたという記述がある。これら
の実態については，会計検査院『平成19年決算検査報告』のほか，宇賀 編著 前掲『2017
年地方自治法改正－実務への影響と対応のポイント－』2～3頁等を参照のこと。また，
これ以外にも，「私的流用等を伴う不適正な会計処理」や「国庫補助金の事務費の対象外
（目的外）支出として不適当と認定された事例」等が紹介されている。
2）宇賀 編著 前掲『2017年地方自治法改正－実務への影響と対応のポイント－』5～6
頁等を参照のこと。
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